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このような経済環境のなか、当行グループ（当行及び当行の関係会社）
は平成24年４月にスタートさせました第3次中期経営計画に掲げる「も
っともっと喜ばれる銀行」を目指し、本業支援を行うことで、地域経済
の活性化に貢献することを柱として業務を推進してまいりました。

損益状況につきまして、連結経常収益は、貸出金利回りの低下による
貸出金利息の減少等があったものの、市場環境を考慮しポートフォリオ
の見直しを実施したことから、前年同期比５億15百万円増加の132億33

平成24年９月期における国内経済は、東日本大震災の復興需要等によ
り緩やかな回復傾向も一部に見られたものの、欧州債務危機問題や米国
の景気足踏み、さらには中国をはじめとする新興国経済の減速等による
先行き不透明感から、回復のテンポは鈍いものとなりました。

百万円となりました。
一方、連結経常費用は、不良債権処理費用の増加により、前年同期比

７億59百万円増加の123億88百万円となりました。
その結果、連結経常利益は、前年同期比２億44百万円減少の８億45百

万円となりました。
また、連結中間純利益は、前年同期比３億18百万円減少の８億３百万

円となりました。

山形県内の経済におきましては、雇用情勢が着実に改善されてはいる
ものの、緩やかな回復基調にあった個人消費がここにきて足踏みの様相
を呈する等、先行きについての不透明感は依然払拭されない状況にあり
ます。

経常収益は、貸出金利息及び役務取引等収益が減少したものの、有価
証券関係損益が増加したこと等から、前年同期比５億63百万円増加の
129億13百万円となりました。

銀行の本業の収益力を表すコア業務純益は、資金利益及び役務取引等
利益が減少したものの、物件費の減少等により、前年同期比１億39百万
円増加の25億14百万円となりました。

与信関係費用は、前年同期比４億75百万円増加の５億98百万円となり
ました。

この結果、経常利益は前年同期比２億37百万円減少の７億43百万円、
中間純利益は前年同期比２億92百万円減少の７億65百万円となりまし
た。
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主要な経営指標等の推移（連結） （単位：百万円）

決算年月 平成22年9月期 平成23年9月期 平成24年9月期 平成23年3月期 平成24年3月期
連結経常収益 13,612 12,718 13,233 26,428 25,881
連結経常利益 916 1,089 845 2,112 1,770
連結中間（当期）純利益 877 1,121 803 1,314 1,579
連結（中間）包括利益 △� 404 △� 329 △� 48 △� 253 2,350
連結純資産額 50,967 50,053 52,971 50,750 52,375
連結総資産額 1,242,643 1,277,650 1,342,893 1,211,466 1,270,494
1株当たり純資産額 236.38円 229.30円 243.98円 234.66円 246.93円
1株当たり中間（当期）純利益金額 5.42円 7.39円 4.95円 7.46円 9.68円
潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額 2.25円 2.70円 2.27円 3.25円 4.14円
連結自己資本比率（国内基準） 10.39％ 9.33％ 9.12％ 9.35％ 9.13％

（注）� 1. 当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
� 2. 1株当たり情報の算定上の基礎は、10ページの「10．１株当たり情報」に記載しております。
� 3. 連結自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。
� 4. 平成22年９月期の連結中間包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号平成22年６月30日）を適用し、遡及処理をしております。

主要な経営指標等の推移（単体） （単位：百万円）

決算年月 平成22年9月期 平成23年9月期 平成24年9月期 平成23年3月期 平成24年3月期
経常収益 13,214 12,350 12,913 25,643 25,278
経常利益 851 980 743 1,964 1,636
中間（当期）純利益 825 1,057 765 1,170 1,536
資本金 17,700 17,700 17,700 17,700 17,700

発行済株式総数 普通株式 129,714 千株 129,714 千株 129,697 千株 129,714 千株 129,714 千株
第Ⅲ種優先株式 100,000 千株 100,000 千株 100,000 千株 100,000 千株 100,000 千株

純資産額 50,924 49,823 51,712 50,604 52,087
総資産額 1,241,443 1,276,663 1,343,582 1,210,524 1,269,586
預金残高 1,156,051 1,190,867 1,257,109 1,125,261 1,166,270
貸出金残高 874,146 902,591 920,601 891,950 926,593
有価証券残高 267,042 296,322 315,719 253,566 282,652
1株当たり純資産額 237.09円 228.69円 243.27円 234.62円 246.15円
1株当たり中間（当期）純利益金額 5.03円 6.90円 4.66円 6.35円 9.34円
潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額 2.12円 2.54円 2.16円 2.90円 4.02円

1株当たり配当額 普通株式 1.50円 1.50円 1.50円 3.00円 3.00円
第Ⅲ種優先株式 1.73円 1.62円 1.61円 3.46円 3.24円

単体自己資本比率（国内基準） 10.38％ 9.30％ 8.97％ 9.31％ 9.10％
従業員数 942人 963人 956人 924人 932人
（外、平均臨時従業員数） （282人） （272人） （275人） （281人） （273人）
（注）� 1. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
� 2. 単体自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。
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